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母子保健行政の推進につきましては、かねてより格段の御配慮を賜り深く感

謝申し上げます。

新生児聴覚検査については、「新生児聴覚検査の実施について」(平成19年1

月29日雇児母発第0129002号厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課長通

知)により行われているところです。

今般、適切な時期に新生児聴覚検査及びそれに付随する必要な検査が実施さ

れ、療育等の必要な支援につながる体制が整備されるよう、同通知の一部を別紙

新旧対照表のとおり改正し、令和8年8月17日から適用することとします。主

な改正の内容は下記のとおりです。

ついては、本通知の内容を御了知の上、貴会会員に対する周知をお願いいたし

ます。

新生児聴覚検査の体制整備にあたっては、母子保健衛生費国庫補助金におい

て「新生児聴覚検査体制整備事業」を活用することが可能です。自動聴性脳幹反

応検査(自動ABR)の購入費についても補助対象としていますので、購入を

検討の際は自治体にご相談いただきたい旨、あわせて周知をお願いいたします。

なお、各自治体に対しても、別添のとおり、周知しておりますので御了知いた

だきますようぉ願い申し上げます。

こ成母第761号

令和 8年8月17日

「新生児聴覚検査の実施について」の一部改正について

御中

こども家庭庁成育局母子保健課長

(公印省略)
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0主な改正の内容

・先天性サイトメガロウイルス感染症の検査においては、確認検査でリフ

アー(要再検)となった場合に実施することを推奨しているところ、「原

則として確認検査でリファーとなった場合に実施するが、やむを得ない

事情がある場合には、初回検査の結果をもって実施することを妨げな

い」こととしたこと。

新生児聴覚検査でリファー(要再検)となった児の保護者に対する口ー

ドマップの作成に当たっては、令和7年度子ども・子育て支援等推進調

査研究事業で作成された「新生児聴覚検査から療育・支援までを遅滞な

く円滑に実施するための手引き書(第2版)」を参考にするとととしたこ

と。

都道府県においては、耳音響検査(OAE)を実施している医療機関で

出生した児にっいても自動聴性脳幹反応検査伯動ABR)を受けられる

体制を整備するため、医療機関間の連携及び紹介体制の構築についての

調整・支援を行うこととしたこと。

助産師にっいては、保健師助産師看護師法第37条ただし書きの規定に基

づき、「助産師の業務に当然に付随する行為」として、医師の指示によら

ず新生児聴覚検査を実施することが可能であると明記したこと。

別添1「医療機関における新生児聴覚検査に関する留意事項」におい

て、初回検査でリファー(要再検)となった場合の確認検査と、先天性

サイトメガロウイルス感染症の検査について、分娩取扱施設の入院中に

実施することが望ましいこととしたこと。

別添1「医療機関における新生児聴覚検査に関する留意事項」において

は、初回検査及び確認検査は自動聴性脳幹反応検査伯動ABR)で実

施すべきであることとしたこと。

別添1「医療機関における新生児聴覚検査に関する留意事項」におい

て、新生児聴覚検査においては、りファー(要再検)の場合、再検査を

くり返すととはせず、確認検査や精密検査等の次の段階に適切に進むと

ととしたこと。



ーー (局)長殿各

母子保健行政の推進につきましては、かねてより格段の御配慮を賜り深く感謝

申し上げます。

新生児聴覚検査については、「新生児聴覚検査の実施について」(平成19年1

月29日雇児母発第0129002号厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課長通

知)により行われているところです。

今般、適切な時期に新生児聴覚検査及びそれに付随する必要な検査が実施さ

れ、療育等の必要な支援につながる体制が整備されるよう、同通知の一部を呂1絲氏

新旧対照表のとおり改正し、令和8年8月17日から適用することとします。主

な改正の内容は下記のとおりです。

各都道府県におかれては、改正内容について十分御了知の上、貴管内市区町

村及び関係団体等に周知をお願いいたします。

新生児聴覚検査の体制整備にあたっては、母子保健衛生費国庫補助金におい

て「新生児聴覚検査体制整備事業」を活用することが可能です。自動聴性脳幹反

応検査伯動ABR)の購入費についても補助対象としていますので、あわせ

てご活用ください。

なお、関係団体に対しても、別添のとおり、周知しておりますので御了知い

ただきますようぉ願い申し上げます。

「新生児聴覚検査の実施について」の一部改正について

こ成母第761号

令和 8年8月17日

こども家庭庁成育局母子保健課長

記



0主な改正の内容

・先天性サイトメガロウイルス感染症の検査においては、確認検査でリフ

アー(要再検)となった場合に実施することを推奨しているところ、「原

則として確認検査でリファーとなった場合に実施するが、やむを得ない

事情がある場合には、初回検査の結果をもって実施することを妨げな

い」こととしたこと。

新生児聴覚検査でリファー(要再検)となった児の保護者に対する口ー

ドマップの作成に当たっては、令和7年度子ども・子育て支援等推進調

査研究事業で作成された「新生児聴覚検査から療育・支援までを遅滞な

く円滑に実施するための手引き書(第2版)」を参考にすることとしたこ

都道府県においては、耳音響検査(OAE)を実施している医療機関で

出生した児についても自動聴性脳幹反応検査噛動ABR)を受けられる

体制を整備するため、医療機関間の連携及び紹介体制の構築についての

調整・支援を行うこととしたこと。

助産師にっいては、保健師助産師看護師法第37条ただし書きの規定に基

づき、「助産師の業務に当然に付随する行為」として、医師の指示によら

ず新生児聴覚検査を実施することが可能であると明記したこと。

別添1「医療機関における新生児聴覚検査に関する留意事項」におい

て、初回検査でリファー(要再検)となった場合の確認検査と、先天性

サイトメガロウイルス感染症の検査について、分娩取扱施設の入院中に

実施することが望ましいこととしたこと。

別添1 「医療機関における新生児聴覚検査に関する留意事項」において

は、初回検査及び確認検査は自動聴性脳幹反応検査伯動ABR)で実

施すべきであることとしたこと。

別添1「医療機関における新生児聴覚検査に関する留意事項」におい

て、新生児聴覚検査においては、りファー(要再検)の場合、再検査を

くり返すことはせず、確認検査や精密検査等の次の段階に適切に進むこ

ととしたこと。



【呂1俳田新旧対照表

[改正経過]

新

各
都道府県
市町村
特別区

平成 28年3月29 0
平成 28年9月30 0
平成 29年12月28 0
令和 2年3月31日
令和4年7月21日
令和5年10日3日
令和6年12日 27日
令和 8年8月17日

雇児母発第 0129002
平成 19年1月29

母子保健主管部(局)長殿

(略)

雇児母発 0329 第 2 号
雇児母発 0930 第 3 号
子母発 1228第 1号
子母発 0331第 3 号
子母発0721第 1号

7号こ成母第27
こ成母第79 1 フラ'
こ成母第76 1,ラ'

厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課長

新生児聴覚検査の実施について

1 新生児聴覚検査の実施について
(1)市町村は、聴覚検査方法の開発の進展や新生児期に聴覚能力
を判定できる検査機器の普及等により、大半の医療機関において
聴覚能力をスクリーニングできる体制が整備されている状況を踏
まえ、管内の全ての新生児に対し新生児聴覚検査が実施されるよ
う、次の取組を行うよう努めること。
1 新生児の訪問指導や乳幼児全戸訪問、 1か月児健康診査など
の乳幼児健康診査等の際に、母子健康手帳を活用し、以下を行
うこと。

記

[改正経過]

旧

雇児母発第 0129002 号
平成 19年1月29日

平成 28年3月29 a 雇児母発 0329第 2
平成 28年9月30日雇児母発 0930 第 3
平成 29年12月28日子母発 1228 第 1号
令和 2年3月31日子母発 0331第3号
令和4年7月21日子母発 0721第 1号
令和5年10日3日こ成母第277号
令和6年12日 27日こ成母第79 1号

下線部分は、改正部分

各
都道府県
市町村
特別区

母子保健主管部(局)長殿

(略)

厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課長

新生児聴覚検査の実施について

1 新生児聴覚検査の実施について
(1)市町村は、聴覚検査方法の開発の進展や新生児期に聴覚能力
を判定できる検査機器の普及等により、大半の医療機関において
聴覚能力をスクリーニングできる体制が整備されている状況を踏
まえ、管内の全ての新生児に対し新生児聴覚検査が実施されるよ
次の取組を行うよう努めること。つ、

新生児の訪問指導や乳幼児全戸訪問等の際に、母子健康手帳①
を活用し、以下を行うこと。

記

号
日



ア(略)
イ新生児聴覚検査の受診結果を確認し、確認検査でリファー
(要再検)となった児やフォローが必要な児とその保護者に
対する適切な指導やフォローを行うこと。特に新生児聴覚
りファー(要再検)であった場合、先天性サイトメガロ

ウイルス感染症の検査(※)の実施状況を確認し、必要に応
じたフォローを行う。
(※)生後3週間以内に尿を採取し、先天性サイトメガロウイ
ルス感染症の尿核酸検査を実施することが強く推奨されて

査は、ハ 1」として確認検査でリファー(要再)いる。
となった場合に実施するただし、確認査後では生後3週
間以内に当検査を実施することが困難であるなどのやむを

ることをげない。
なお、検査の結果、フォローが必要と判断された児に対す
る療育・支援は、遅くとも生後6か月頃までに開始されるこ
とが望ましいこととされていることから、その時期までに管
内の新生児を含む全ての乳児に対し受診状況の確認を行う
よう努めること。
また、確認した受診状況等については、市町村においてと
りまとめ、継続的な検査実施状況等(受診者数、未受診者数、
受診率、検査結果、フォローが必要な児の数等)の把握に活
用すること。
②(略)
(2)市町村は、(1)の取組を行うに当たって、検査により把握さ
れたフォローが必要な児に対する療育支援が遅滞なく実施され
るよう、別添2の新生児聴覚検査の流れを参考とすること。

得ない事情がある場合には、初回検査の結果をもって実施す

2 周知啓発
市町村は、周知啓発に当たり次に留意すること。
(1)市町村は、りファー(要再検)となった児の保護者について、
精密検査を要する際や、難聴と診断された場合に、精密検査機関
のりスト偶リ添2参照)や口ードマップ等を活用して、遅滞なく精
寉検査を受検できるよう勧奨することが望ましい。また、確認検
査でリファー(要再検)となった児の保護者に対し、必要に応じ
て、先天性サイトメガロウィルス感染症の検査についての情報提

(略)

新生児聴覚検査の受診結果を確認し、確認検査でリファー
(要再検)となった児やフォローが必要な児とその保護者に
対する適切な指導やフォローを行うこと。特に確認検査でり
ファー(要再検)であった場合、先天性サイトメガロウイル
ス感染症の検査(※)の実施状況を確認し、必要に応じたフ
オローを行う。
(※生後3週間以内に尿を採取し、先天性サイトメガロウイ
ルス感染症の尿核酸検査を実施することが強く推奨されて
いる。)

なお、検査の結果、フォローが必要と判断された児に対す
るは、遅くとも生後6か月頃までに開始されることが望
ましいこととされていることから、その時期までに管内の新
生児を含む全ての乳児に対し受診状況の確認を行うよう努
めること。
また、確認した受診状況等については、市町村においてと
りまとめ、継続的な検査実施状況等(受診者数、未受診者数、
受診率、検査結果、フォローが必要な児の数等)の把握に活
用すること。
②(略)
(2)市町村は、(1)の取組を行うに当たって、検査により把握さ
れたフォローが必要な児に対する療育が遅滞なく実施されるよ
う、別添2の新生児聴覚検査の流れを参考とすること。

2 周知啓発
市町村は、周知啓発に当たり次に留意すること。
(1)市町村は、りファー(要再検)となった児の保護者について、
精密検査を要する際や、難聴と診断された場合に、精密検査機関
のりスト(別添2参照)や口ードマップ等を活用して、遅滞なく精

密検査を受検できるよう勧奨することが望ましい。また、確認検
査でリファー(要再検)となった児の保護者に対し、必要に応じ
て、先天性サイトメガロウイルス感染症の検査についての情報提



供を行うことも考慮すること。
なお、ロードマップの作成に当たっては令和7年度子ども子育
て支援等推進調査研究事業で乍成された「新生児聴覚査から療
支援までを'、なく円滑に実施するための手 1き書( 2
(以下「手階書の例」という。)を参考にすること。

(2)精密検査後の療育支援については、児の二ーズに応じた選択
肢(手話、補聴器、人工内耳等)などの情報提供を適切に行う。
なお、情報提供するための選択肢については、都道府県が設置す
る協議会を活用するなど、都道府県や関係機関と連携し、地域資
源の把握に努めること。
(3)新生児聴覚検査の目的や検査方法、査機器の査精度の違
い(別添1参照)等について、保護者又は関係者等に対して、あら
ゆる機会を通じて周知徹底を図ること。
(4 )(略)

3 関係機関の連携等
(1)都道府県は、管内の市町村において、新生児に対する検査が適
切に実施され、検査により把握されたフォローが必要な児及びそ
の保護者に対する多面的な支援が円滑に行われるよう、行政機関、
療育機関、医療機関、教育機関、地域の医師会、患者会等の関係機
関・関係団体から構成される協議会を開催し、都道府県単位で連
携体制を構築すること。
協議会においては、市町村における実施状況等(公費負担の実
施、検査の受診者数・未受診者数・受診率・検査結果等、受診勧
奨、早期療育への支援状況等)や医療機関における検査の実施状
況等を把握し、必要な対策にっいて協議すること。その際、新生
児聴覚査でリファー(要再検)となった児に対し、生後3週間
以内に先天性サイトメガロウイルス感染症の検査を実施すること
が強く推奨されていることを踏まえた対応についても協議するこ
と。
道府県においては、検査機関が使用している聴覚検査機器の
、'況を把握するとともに、耳音放射査(OAE)による新生
児聴{査を実施している医療機関で出生した児についても、自
動聴性脳幹反応査(自動ABR)を受けられる体制を整備する
こと。そのため、医療機関間の連携及び紹介体制の構築について

供を行うことも考慮すること。

(2)精密検査後の療育については、児の二ーズに応じた選択肢(手
話、補聴器、人工内耳等)などの情報提供を適切に行う。
なお、情報提供するための選択肢については、都道府県が設置す
る協議会を活用するなど、都道府県や関係機関と連携し、地域資
源の把握に努めること。
(3)新生児聴覚検査の目的や検査方法等について、保護者又は関
係者等に対して、あらゆる機会を通じて周知徹底を図ること。
(4)(略)

の調整・支援を行うこと。

3 関係機関の連携等
(1)都道府県は、管内の市町村において、新生児に対する検査が適
切に実施され、検査により把握されたフォローが必要な児及びそ
の保護者に対する多面的な支援が円滑に行われるよう、行政機関、
療育機関、医療機関、教育機関、地域の医師会>患者会等の関係機
関・関係団体から構成される協議会を開催し、都道府県単位で連
携体制を構築すること。
協議会においては、市町村における実施状況等(公費負担の実
施、検査の受診者数・未受診者数・受診率・検査結果等、受診勧
奨、早期療育への支援状況等)や医療機関における検査の実施状
況等を把握し、必要な対策について協議すること。その際、確認
桧査エリファー(要再検)となった児に対し、生後3週間以内に
先天性サイトメガロウイルス感染症の検査を実施することが強く
推奨されていることを踏まえた対応についても協議すること。



( 2)(略)
(3)(1)の連携体制のもとで、新生児聴覚検査から療育・支援ま
でを遅滞なく円滑に実施できるよう、手引き等を作成することが
望ましい。その際、手引き書の例を参考にすること
(4 )(略)

( 2 )(略)
(3)(1)の連携体制のもとで、
滞なく円滑に実施できるよう、
し、

(4)(略)

新生児聴覚検査から療育までを遅
手引き等を作成するととが望まし



【別添1】

医療機関における新生児聴覚検査に関する留意事項

1 検査体制の整備
(1)分娩取扱機関においては、必要な検査機器の整備及び検査担
当者の配置、又は、検査を実施する医療機関との連携体制の構築
により、出生児に対し新生児聴覚検査を早期に実施できる体制を
整えること。また、産師については保健師産師看i師法 37
条ただし書きの規定に基づき、印産師の務に当然に付随する行
為」として、医師の指示によらず新生児聴覚検査を実施すること
が可能である。新生児聴覚検査を実施する機関(以下「検査機関」
という。)については、りファー(要再検)のケースについては、
精密検査を実施する医療機関に適切につなげられるよう、連携体
制の構築を図ること。
(2)新生児聴覚検査でリファー(要再検)となった児が、生後3週
間以内に先天性サイトメガロウィルス感染症の検査を受けること
が強く推奨されていることを踏まえ、検査機関においては、新
児聴覚検査でリファー(要再検)となったケースについて、先天性
サイトメガロウイルス感染症の検査を必要に応じて遅滞なく実施
できる体制を整えること。なお、分娩取施設にて先天性サイ
メガロウィルス感染症の検査に対応している場合、当該施設に入
院中に査を実施することが望ましいまた、先天性サイトメガ
ロウイルス感染症の検査が陽性のケースについて、適切な治療を
行うことができる体制(小児科等の医療機関との連携体制を含む)
の構築を図ること。
(3)精密検査を実施する医療機関は、精密検査の結果、フォローア

【別添 1】

医療機関における新生児聴覚検査に関する留意事項

が早期に開始されツプが必要と認められた児に対する
るよう、療育機関との連携体制の構築を図ること。

2 検査機関における対応
( 1)(略)
(2)検査機関は、検査の結果、新生児聴覚査や精密査でリファ
ー(要再検)のケースにっいては、保護者に対し十分な説明を行う
よう努めること。また、新生児聴覚検査でリファー(要再検)のケ

1 検査体制の整備
(1)分娩取扱機関においては、必要な検査機器の整備及び検査担
当者の配置、.又は、検査を実施する医療機関との連携体制の構築
により、出生児に対し新生児聴覚検査を早期に実施できる体制を
整えること。新生児聴覚検査を実施する機関(以下「検査機関」 と
いう。)については、りファー(要再検)のケースについては、
密検査を実施する医療機関に適切につなげられるよう、連携体制
の構築を図ること。

(2)確認検査でリファー(要再検)となった児が、生後3週間以内
に先天性サイトメガロウイルス感染症の検査を受けることが強く
推奨されていることを踏まえ、検査機関においては、新生児聴覚
検査の確認検査でリファー(要再検)となったケースについて、
天性サイトメガロウイルス感染症の検査を必要に応じて遅滞なく
実施できる体制を整えること。また、先天性サイトメガロウイル
ス感染症の検査が陽性のケースについて、適切な治療を行うこと
ができる体制(小児科等の医療機関との連携体制を含む)の構築
を図ること。

(3)精密検査を実施する医療機関は、精密検査の結果、異常がある
と認められた児に対する
との連携体制の構築を図ること。

2 検査機関における対応
( 1)(略)
(2)検査機関は、検査の結果、りファー(要再検)のケースについ
ては、保護者に対し十分な説明を行うよう努めること。また、確認
検査でリファー(要再検)のケースについては、生後3週間以内の

が早期に開始されるよう、療育機関



ースについては、生後3週間以内の先天性サイトメガロウイルス
感染症の検査を実施することが強く推奨されていることに留意
し、適切な対応を行うこと。
( 3)(略)

3 検査時期
(1)分娩取扱機関において新生児聴覚検査を実施する場合は、
回検査はおおむね生後3日以内に行うこととし、その結果がり
アー(要再検)のケースについては、おおむね生後1週間以内に確
認検査を行うこと。なお、査漏れを防ぐ観点から、八娩取施設
の入完中に認査を実施することが望ましいまた、分娩取扱
機関において新生児聴覚検査を実施しない場合は、出生児が退院
後可能な限り早期に検査を受診できるよう、検査機関との連携を
図ること。
天性サイトメガロイルス感染症の査は、原貝1として確認
査でリファー(要再)となった児に対して実施するが、確認
査後では生後3週間P内に当査を実施することが困である
などのやむを写ない事情がある場合には初回査の結果をもっ
て実施することをげない生後3週間以内に先天性サイトメガ

ロウイルス感染症の検査を受けることが強く推奨されていること
を踏まえ、出生児が早期に検査を受診できるよう、留意すること。
(2)先天性サイトメガロウイルス感染症は生後2か月以内の治療
が推'妥されているため、精密検査は、先天性サイトメガロウイル
ス感染症の尿核酸検査が陽性の場合は生後2か月以内に、陰性の
場合は遅くとも生後3か月以内を目途に実施することが望ましい
こと。精密検査を実施する機関は、予約待機時間等、診断に遅れが
生じないよう配慮すること。
(3)精密検査の結果、支援が必要と判断された児については、保護
者に、児の二ーズに応じた療育・支援の選択肢(手話、補聴器、

先天性サイトメガロウイルス感染症の検査を実施することが強く
推奨されていることに留意し、適切な対応を行うこと。

( 3 )(略)

3 検査時期
(1)分娩取扱機関において新生児聴覚検査を実施する場合は、お
おむね生後3日以内に行うネ回査の結果、りファー(要再検)の
ケースについては、おおむね生後1週間以内に確認検査を行うこ
と。分娩取扱機関において新生児聴覚検査を実施しない場合は、
出生児が退院後可能な限り早期に検査を受診できるよう、検査機
関との連携を図ること。

工内耳等)等の適切な情報提供を行ったうえで、遅くとも生後6
か月頃までに療育・支援が開始されることが望ましいこと。
(4)早産などの事情により特別な配慮が必要な児への検査時期に

初
フ

ついては、(1)から(3)までにかかわらず、医師により適切に
判断されることが望ましいこと。

4 検査方法

確認査でノファー(要再)となった児が、生後3週間以内
に先天性サイトメガロウイルス感染症の検査を受けることが強く
推奨されていることを踏まえ、出生児が早期に検査を受診できる
よう、留意すること。

(2)精密検査は、先天性サイトメガロウイルス感染症の尿核酸検
査が陽陛の場合は生後2か月以内に、陰性の場合は遅くとも生後
3か月以内を目途に実施することが望ましいこと。精密検査を実
施する機関は、予約待機時間等、診断に遅れが生じないよう配慮
すること。

(3)精密検査の結果、支援が必要と判断された児については、保護
者に、児の二ーズに応じた療育の選択肢(手話、補聴器、人工内耳
等)等の適切な情報提供を行ったうえで、遅くとも生後6か月頃
までに療育が開始されることが望ましいこと。
(4)未熟児など特別な配慮が必要な児への検査時期については、
(1)から(3)までにかかわらず、医師により適切に判断される
ことが望ましいこと。

4 検査方法



1漕、ネ申1蚤葵隹1慰、ス・~11クトラム(Auditory neuropathy spectrwn
disorders(ANSD))では、内耳機能は正常又は正常に近いため
耳音響放射検査(OAE)ではパス(反応あり)となるものの、
聴神経機能は異常であるため自動聴性脳幹反応検査絢動AB
R)ではリファー(要再検)となる。このため、初回検査及び確
認検査は自動聴性脳幹反応査伯動ABR)で実施すべきであ
ること。

(要再)の場合、再検新生児聴覚査においてはリフ
査をくり返すことはせず確認査や精密検査等の次の段階に適
切に進むこと。

5 その他
検査機関は、新生児聴覚検査の精度の維持向上を図ることが望
ましいこと。
医療機関は、適切な時,に査を行い、フォローが必要な児に
対る療育・支援が遅滞なく実施されるよう、別添2の新生児聴
覚査の流れを参考とすること。

5 その他

検査機関は、新生児聴覚検査の精度の維持向上を図ることが望
ましいこと。

叫漕、ネ申糸呈莫隹1酒、スノぐクトラム(Auditory neuropathy spectrum
disordors(ANSD))では、内耳機能は正常又は正常に近いため
耳音響放射検査(OAE)ではパス(反応あり)となるものの、
聴神経機能は異常であるため自動聴性脳幹反応検査伯動ABR)
ではリファー(要再検)となる。このため、初回検査及び確認検
査は自動聴性脳幹反応査伯動ABR)で実施することが望ま
しいこと



【別添2】

,】1酢貫査:自動

Π烹而誘刃

0厶E(耳晋W放射(ot08COU'tヒ日机1$'bM))
内耳力Uう外耳這へ放射される微ぢ討'音信号を集音して得られる反応で、内耳有毛細胞椡飽を岬価する検査

新生児耽覚;金査の流れ惟1)

[:::::^は地方交付税措玉の対敢となっている桟査

ル牙气薪詞

↓←「^
(要精密検査)

区盲1^
._.- 1こ実施

斥気蕨^吐1、介ミ,^ジ

「ーーー系而^

(ない場合は

Π系頑詞刃

確認検査泊動AeR(ない場合1才OAE)

※違くとも生後6力、月頃まで1ゴ■゛古

ル牙R雲^種刃

X,刀回検査:おおむね生後8日以内こ婁施

、

劃

望まUI。

※確認検責:おおむね生後1週間以内に実施

りファー^樹であコた場合、生後^』内こ尿を採取U先天性サイトメガロウイルス感染症の
尿1猫劃斐責を寅施することが畦く推契されてL1る.

特別な配億か必要ナ'児への検査時朋こプ"、ては、上記1こ力巾寸)らず、医師により通切こ判断されることが

日本耳鼻咽喉科学会が定める「新生児聴覚スケノーニンヴ佳の精密検査櫑関ノスト」を奉照すること。

潔洗天性サイトメづ,コウイルス感染症の検凱吉果爪
臨性の場合こは生t舩か月ιオ勾

陪性^合こ1ネ生後3か月以伏厄目途

<用語解説>

斬生IU秀覚検査
新生児期こおいて、先天性の聴覚隆害の発見を目的として実施する悲覚検査

自重カム朗(自動菊1生励幹反応(ムL.t伽間t.d Ajdlt引y Bra、'.t酬 R伽醐'1工.))
斬生児聴覚スケノーニング用の賭1生「●ギ反応検査.自勧学屍援能をもたせるモメDで、ギ1庭基準は35d日に顎定される

ム訳(聴1生励反応(ムL心kory 臼ヨ島$t6r"R0帥or1如))
唖眠コ司こ^晋を騨かせて甑皮上から得られる聰姓置位寳動で、鞄覚r'煕桜飽壱1羊価する検査

0厶E(真音放4オ(otoMa.ι工tlcEm1鉾めrl$))
内耳力略外耳這へ放射ざれるヨ引よ伯号を隻音して得られる反応で、内耳有毛昂且胞叡能を肝価する検晝

※遡くとも生後6か月頃までに聞始

「ーーーーー^

「ーーーーー^

1ペーソ

主1:宗孰旧なy特三1此よ配慮力、ι暖ナ'児への検査時期については、上記にかかわらず、医師により逓切こ判断劇1ること力'ヌ
望まUI。

庄2:確抑栓吾マリファー(要再掬であった場合、生後0ヨ乱肌メ内こ尿を採取〔A先天性サイトメガロウイルス感染症の尿嫉酸検査を
爽施することか河重く推契されで1る。

確認検査:おおむね生後1週問↓メ内に実施

庄旦旧本耳鼻^学会が定める「新生児艶覚スグノーニング後の稲密検査挫関りスト」を奉照すること。

性サイトメガロウイルス感染症の
4喫飽(生後3^;1内)三主之

「ーーーミ苅^

<用語解説>

新生児聴覚検査
〒斤生児堺こ1乳、て、先天性の聴覚隙害の発見を目'勺として実篦する聴覚検査

自^カム訳(自動馴生脳幹反応(ムUtα間ted厶Udit0四B,.シ,$temRe$叩me))
斬生児聴覚スクリーニンケ'用の聴性鰯訴反応検査.自勧羊1^能をモ゛とせるもので、判定基準は05d日に股定劇1る

ABR(珊(生^反応(ム山lt0四日・8MltemR"即"如))
唖眠下に劃激音を聴力、せて甑皮上から得られる聴性置位変動で、聴覚筋幹桜能を肝価する検査

ー
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(改正後全文)

[改正経過]

各

都道府県

市町村

特別区

平成28年3月29日雇児母発0329第2号

平成28年9月30日雇児母発四30第3号

平成 29年12月28日子母発 1228 第1号

令和 2年3月31日子母発 0331 第 3 号

令和 4年7月21日子母発 0721 第 1号

令和 5年10日 3日こ成母第 2 7 7 号

令和 6年12日 27日こ成母第 7 9 1号

令和8年8月17日こ成母第761号

母子保健主管部(局)長殿

雇児母発第 0129002 号

平成 19年1月29日

聴覚障害は、早期に発見され適切な支援が行われた場合には、聴覚障害による音声言語

発達等への影響が最小限に抑えられることから、その早期発見・早期療育を図るために、

全ての新生児を対象として新生児聴覚検査を実施することが重要である。

とのため、市町村(特別区を含む。以下同じ。)におかれては、下記に御留意の上、新

生児聴覚検査の実施に積極的に取り組まれるようぉ願いする。

都道府県におかれては、本通知の内容を御了知の上、新生児聴覚検査の意義等に係る管

内広域にわたる周知啓発や、療育機関や医療機関等の関係機関との連携体制づくり等にっ

いて、積極的な取組と管内市区町村への周知・指導を行っていただくようぉ願いする。ま

た、医療機関に対する周知啓発に当たっては、別添1及び別添2の資料を参考とされた
し、

なお、新生児聴覚検査費については、平成 18年度をもって国庫補助を廃止し、平成 19

年度より市町村に対して地方交付税措置が講じられてきたところであるが、令和4年度に

は、市町村における新生児聴覚検査の公費負担の実施実態を踏まえ、これまでの少子化対

策に関係する経費の内数としての算定から、保健衛生費における算定に変更された。令和

6年度からは、普通交付税の算定費目「こども子育て費」の創設に伴い、保健衛生費から

こども子育て費における算定に移行し、新生児聴覚検査費として所要の金額が計上されて

いることを申し添える。

おって、本通知は、地方自治法(昭和22年法律第67号)第2妬条の4第1項に規定する技

術的な助言として発出するものであることを申し添える。

新生児聴覚検査の実施について

厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課長



新生児聴覚検査の実施について

1)市町村は、聴覚検査方法の開発の進展や新生児期に聴覚能力を判定できる検査機

器の普及等により、大半の医療機関において聴覚能力をスクリーニングできる体制

が整備されてぃる状況を踏まえ、管内の全ての新生児に対し新生児聴覚検査が実施

されるよう、次の取組を行うよう努めること。

①新生児の訪問指導や乳幼児全戸訪問、1か月児健康診査などの乳幼児健康診査
等の際に、母子健康手帳を活用し、以下を行うこと。

ア新生児聴覚検査の受診状況を確認し、検査を受けていない児がいた場合、保

護者等に対し、検査の受診勧奨を行うこと。その際、病院の外来で検査を受診

できる機関も併せて案内する。

なお、当該機関の把握に際しては、都道府県が主催する協議会などを活用す

るなどにより、情報収集を行う。

イ新生児聴覚検査の受診結果を確認し、確認検査でリファー(要再検)となっ

た児やフォローが必要な児とその保護者に対する適切な指導やフォローを行う

こと。特に新生児聴覚検査でリファー(要再検)であった場合、先天性サイト

メガロウイルス感染症の検査(※)の実施状況を確認し、必要に応じたフォロ

ーをイテう。

(※)生後3週間以内に尿を採取し、先天性サイトメガロウィルス感染症の尿核酸

検査を実施することが強く推奨されている。当検査は、原則として確認検査でり

ファー(要再検)となった場合に実施する。ただし、確認検査後では生後3週間

以内に当検査を実施することが困難であるなどのやむを得ない事情がある場合に

は、初回検査の結果をもって実施することを妨げない。

なお、検査の結果、フォローが必要と判断された児に対する療育・支援は、

遅くとも生後6か月頃までに開始されることが望ましいこととされていること

から、その時期までに管内の新生児を含む全ての乳児に対し受診状況の確認を

行うよう努めること。

また、確認した受診状況等については、市町村においてとりまとめ、継続的

な検査実施状況等(受診者数、未受診者数、受診率、検査結果、フォローが必

要な児の数等)の把握に活用すること。

②新生児聴覚検査に係る費用について公費負担を行い、受診者の経済的負担の軽

減を積極的に図ること。

2)市町村は、(1)の取組を行うに当たって、検査により把握されたフォローが必

要な児に対する療育・支援が遅滞なく実施されるよう、別添2の新生児聴覚検査の

流れを参考とすること。

記



2 周知啓発

市町村は、周知啓発に当たり次に留意すること。

(1)市町村は、りファー(要再検)となった児の保護者について、精密検査を要する

際や、難聴と診断された場合に、精密検査機関のりスト(別添2参照)や口ードマ

ツプ等を活用して、遅滞なく精密検査を受検できるよう勧奨することが望ましい。

また、確認検査でリファー(要再検)となった児の保護者に対し、必要に応じて、

先天性サイトメガロウイルス感染症の検査についての情報提供を行うととも考慮す

ること。

なお、ロードマップの作成に当たっては、令和7年度子ども・子育て等支援推進

調査研究事業で作成された「新生児聴覚検査から療育・支援までを遅滞なく円滑に

実施するための手引き書(第2版)」(以下「手引き書の例」という。)を参考に

すること。

(2)精密検査後の療育・支援については、児の二ーズに応じた選択肢(手話、補聴器、

人工内耳等)などの情報提供を適切に行う。

なお、情報提供するための選択肢については、都道府県が設置する協議会を活用

するなど、都道府県や関係機関と連携し、地域資源の把握に努めること。

(3)新生児聴覚検査の目的や検査方法、検査機器の検査精度の違い(別添1参照)

等について、保護者又は関係者等に対して、あらゆる機会を通じて周知徹底を図

ること。

(4)母子健康手帳の交付、妊産婦健康診査、出産前の両(母)親学級等の機会を活用

し、住民に対し新生児聴覚検査についての普及啓発を行うこと。

関係機関の連携等

1)都道府県は、管内の市町村において、新生児に対する検査が適切に実施され、検

査により把握されたフォローが必要な児及びその保護者に対する多面的な支援が円

滑に行われるよう、行政機関、療育機関、医療機関、教育機関、地域の医師会、患

者会等の関係機関・関係団体から構成される協議会を開催し、都道府県単位で連携

体制を構築すること。

協議会においては、市町村における実施状況等(公費負担の実施、検査の受診者

数・未受診者数・受診率・検査結果等、受診勧奨、早期療育への支援状況等)や医

療機関における検査の実施状況等を把握し、必要な対策について協議すること。そ

の際、新生児聴覚検査でリファー(要再検)となった児に対し、生後3週間以内に

先天性サイトメガロウイルス感染症の検査を実施することが強く推奨されているこ

とを踏まえた対応についても協議すること。

都道府県においては、検査機関が使用している聴覚検査機器の状況を把握すると

ともに、耳音響放射検査(OAE)による新生児聴覚検査を実施している医療機関

で出生した児についても、自動聴性脳幹反応検査伯動ABR)を受けられる体制

を整備すること。そのため、医療機関間の連携及び紹介体制の構築についての調

整・支援を行うこと。

2)市町村は、公費負担に係る産科医療機関からの請求書などを通して、検査日時・

受検結果・検査機器・りファー(要再検)の状況を把握するよう努める。

その際、医療機関と連携する中で、詳細な報告書を得られる場合には、りファー

(要再検)となった児に対して、医療機関が紹介した精密検査機関名等を把握する

よう努めること。



(3)(1)の連携体制のもとで、新生児聴覚検査から療育

に実施できるよう、手引き等を作成することが望ましい。

参考にすること。

(4)検査結果等の個人情報の取扱いには十分留意すること。

支援までを遅滞なく円滑

その際、手引き書の例を



【別添1】

1 検査体制の整備

(1)分娩取扱機関においては、必要な検査機器の整備及び検査担当者の配置、又は、

検査を実施する医療機関との連携体制の構築により、出生児に対し新生児聴覚検査

を早期に実施できる体制を整えること。また、助産師については、保健師助産師看

護師法第37条ただし書きの規定に基づき、「助産師の業務に当然に付随する行為」

として、医師の指示によらず新生児聴覚検査を実施することが可能である。新生児

聴覚検査を実施する機関(以下「検査機関」という。)については、りファー(要

再検)のケースについては、精密検査を実施する医療機関に適切につなげられるよ

う、連携体制の構築を図ること。

(2)新生児聴覚検査でリファー(要再検)となった児が、生後3週間以内に先天性サ

イトメガロウイルス感染症の検査を受けるととが強く推奨されていることを踏まえ、

検査機関においては、新生児聴覚検査でリファー(要再検)となったケースにっい

て、先天性サイトメガロウイルス感染症の検査を必要に応じて遅滞なく実施できる

体制を整えること。なお、分娩取扱施設にて先天性サイトメガロウイルス感染症の

検査に対応している場合、当該施設に入院中に検査を実施することが望ましい。ま

た、先天性サイトメガロウイルス感染症の検査力那昜性のケースについて、適切な治

療を行うことができる体制(小児科等の医療機関との連携体制を含む)の構築を図

ること。

(3)精密検査を実施する医療機関は、精密検査の結果、フォローアップが必要と認め

られた児に対する療育・支援が早期に開始されるよう、療育機関との連携体制の構

築を図ること。

医療機関における新生児聴覚検査に関する留意事項

2 検査機関における対応

(1)検査機関は、検査の実施に当たり、保護者に誤解や過剰な不安感を与えないよ

う、保護者に対し、検査の目的・内容・方法についてわかりやすく説明するよう努

めること。

(2)検査機関は、検査の結果、新生児聴覚検査や精密検査でリファー(要再検)のケ

ースについては、保護者に対し十分な説明を行うよう努めること。また、新生児聴

覚検査でリファー(要再検)のケースについては、生後3週間以内の先天性サイト

メガロウイルス感染症の検査を実施することが強く推奨されていることに留意し、

適切な対応を行うこと。

(3)検査機関は、保護者に説明し同意を得た上で、母子健康手帳に検査機器・検査年

月日・結果等を記録すること若しくは検査結果の写しを添付すること、又は、検査

結果の写しを保護者に渡すことに努めること。指定養育医療機関において、聴覚検

査を実施する場合においても同様であること。



3 検査時期

(1)分娩取扱機関において新生児聴覚検査を実施する場合は、初回検査はおおむね生

後3日以内に行うこととし、その結果がリファー(要再検)のケースについては、

おおむね生後1週間以内に確認検査を行うこと。なお、検査漏れを防ぐ観点から、

分娩取扱施設の入院中に確認検査を実施することが望ましい。また、分娩取扱機関

において新生児聴覚検査を実施しない場合は、出生児が退院後可能な限り早期に検

査を受診できるよう、検査機関との連携を図ること。

先天性サイトメガロウイルス感染症の検査は、原則として確認検査でリファー

(要再検)となった児に対して実施するが、確認検査後では生後3週間以内に当検

査を実施することが困難であるなどのやむを得ない事情がある場合には、初回検査

の結果をもって実施することを妨げない。生後3週間以内に先天性サイトメガロウ

イルス感染症の検査を受けることが強く推奨されていることを踏まえ、出生児が早

期に検査を受診できるよう、留意すること。

(2)先天性サイトメガロウィルス感染症は生後2か月以内の治療が推奨されているた

め、精密検査は、先天性サイトメガロウィルス感染症の尿核酸検査力部昜性の場合は

生後2か月以内に、陰性の場合は遅くとも生後3か月以内を目途に実施することが

望ましいこと。精密検査を実施する機関は、予約待機時間等、診断に遅れが生じな

いよう配慮すること。

(3)精密検査の結果、支援が必要と判断された児については、保護者に、児の二ーズ

に応じた療育・支援の選択肢(手話、補聴器、人工内耳等)等の適切な情報提供を

行ったうえで、遅くとも生後6か月頃までに療育・支援が開始されることが望まし

いこと。

(4)早産などの事情により特別な配慮が必要な児への検査時期については、(1)か

ら(3)までにかかわらず、医師により適切に判断されることが望ましいこと。

4 検査方法

1漕、ネ申1蚤莫隹1酒、スノくクトラム(Auditory neuropathy spectrum disorders(AN S D))

では、内耳機能は正常又は正常に近いため耳音響放射検査(OAE)ではパス(反応

あり)となるものの、聴神経機能は異常であるため自動聴性脳幹反応検査岫動AB

R)ではリファー(要再検)となる。このため、初回検査及び確認検査は自動聴性脳

幹反応検査岫動ABR)で実施すべきであること。

新生児聴覚検査においては、りファー(要再検)の場合、再検査をくり返すこと

はせず、確認検査や精密検査等の次の段階に適切に進むこと。

その他

検査機関は、新生児聴覚検査の精度の維持向上を図ることが望ましいこと。

医療機関は、適切な時期に検査を行い、フォローが必要な児に対する療育・支援が遅
滞なく実施されるよう、別添2の新生児聴覚検査の流れを参考とすること。



【別添2】

初回検査:自動ABR(ない場合はOAE)

V

パス(反応あり)

新生児聴覚検査の流れ柱1)

「ーーーーー「は地方交付税措置の対象となっている検査

※初回検査.おおむね生後3日以内に実施

確認検査

V

パス(反応あり)

自動ABR(ない場合はOAE)

↓C=

りファー(要再検)

4'

パス(聴覚障害なし)(

,..A..゛
亀

りファー(要再検)

(要精密検査)

注1.早産などの事情により特別な配慮が必要な児への検査時期については、上記にかかわらず、医師により適切に判断されることが
望ましい。

注2:検査漏れを防ぐ観点から、分娩取扱施設の入院中に確認検査を実施することが望ましい。

注3:新生児聴覚検査でリファー(要再検)であった場合、生後3週間以内に尿を採取し、先天性サイトメガロウイルス感染症の

尿核酸検査を実施することが強く推奨されている。なお分娩取扱施設の入院中に実施することが望ましい。

先天性サイトメガロウイルス感染症の検査は、原則として確認検査でリファー(要再検)となった児に対して実施するが、

確認検査でリファー(要再検)を確認した後では生後3週間以内に当検査を実施することが困難であるなどの

やむを得ない事情がある場合には、初回検査の結果をもって実施することを妨げない。

注4:日本耳鼻咽喉科学会が定める「新生児聴覚スクリーニング後の精密検査機関りスト」を参照すること。
hせ S://WWW.'ibika.or.'/modules/hearln loss/index. h ?content id=6

<用語解説>

新生児聴覚検査
・一新生児期において、先天性の聴覚障害の発見を目的として実施する聴覚検査

自動ABR(自動聴性脳幹反応(A"tom祉od A"dito"y Brainstem Rosponse))
・一新生児聴覚スクリーニング用の聴性脳幹反応検査。自動判定機能をもたせるもので、判定基準は35dBに設定される

ABR(聴性脳幹反応(Auditory Bmi".tem R郎Ponse))
ー・睡眠下に刺激音を聴かせて頭皮上から得られる聴性電位変動で、聴覚脳幹機能を評価する検査

OAE(耳音響放射(otoacoustic Emissions))
・一内耳から外耳道へ放射される微弱な音信号を集音して得られる反応で、内耳有毛細胞機能を評価する検査

精密検査
耳鼻咽喉科精密検査機関(注4)等

^

※確認検査.おおむね生後1週間以内に実施(注2)

^'
^
^'

先天性サイトメガロウイルス感染症の

検査の実施(生後3週間以内X注3)

^

聴覚障害あり

早期療育

※先天性サイトメガロウイルス感染症の検査結果が、
陽性の場合には生後2か月以内、

陰性の場合には生後3か月以内を目途

に実施

※遅くとも生後6か月頃までに開始



各都道府県・市区町村母子保健主管部(局)長殿

「新生児聴覚検査から療育・支援までを遅滞なく円滑に実施するための手引書」

の改言丁について

母子保健行政の推進につきましては、かねてより格段のご配慮を賜り深く感謝申

し上げます。

新生児聴覚検査については、「新生児聴覚検査の実施について」(平成19年1月29

日雇児母発第 0129002 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課長通知)により

行われているところです。

今般、先天性サイトメガロウイルス感染症に関する新しい知見を踏まえ、全国的な新

生児期及び乳幼児期の聴覚検査の実施体制の向上を目的に、別添1のとおり、「新生児

聴覚検査から療育・支援までを遅滞なく円滑に実施するための手引書」を改訂しました

ので、周知いたします。主な改訂の内容は下記のとおりです。なお、本手引き書は、地

方自治法(昭和 22年法律第 67 号)第 245 条の4第1項に規定する技術的な助言として

発出するものであることを申し添えます。

こども家庭庁成育局母子保健課長

事務連絡

令和8年8月17日

0改訂の内容

小児難聴の主要な原因のーつである先天性サイトメガロウイルス感染症に

ついて、症候性先天性サイトメガロウイルス感染症に対する治療薬が初めて

保険適用されたことや新生児聴覚検査でリファー(要再検)になった場合、

生後 3週間以内に先天性サイトメガロウイルス感染症の検査を行うことが強

く推奨されていることを踏まえ、主に以下の 7 点について追記。

・先天性サイトメガロウイルス感染症の検査の流れも含んだ新生児聴覚検

査から療育・支援につながるまでの流れを記載した口ードマップ(別添 1

12ページ)

・先天性サイトメガロウイルス感染症検査の実施について(別添 1 18

19ページ)

・先天性サイトメガロウイルス感染症検査実施体制の把握と共有について

(別添 1 40ページ)

・先天性サイトメガロウイルス感染症検査が必要となったこどもの保護者

への説明様式について(別添 1 42-45ページ)

・先天性サイトメガロウイルス感染症検査陽性児への対応(別添1 57ペ

ージ)

・初回検査・確認検査にてリファーとなったこどもの保護者に対する先天

性サイトメガロウイルス感染症検査の受検推奨(別添1 認ページ)

・先天性サイトメガロウイルス感染症検査未受検のこどもの保護者に対す

るフォローアップ(別添 1 釘ページ)

記

以上


